
　

介
護
保
険
や
国

民
健
康
保
険
な
ど
特
定
の
事
業
を
行
う

場
合
、
そ
の
収
入
を
支
出
に
充
て
る
た
め

一
般
会
計
と
区
別
し
て
い
る
会
計
で
す
。

　

全
体
で
は
、
令
和
５
年
度
の
歳
入
決

算
額
か
ら
歳
出
決
算
額
を
差
し
引
い
た

20
億
２
千
894
万
５
千
円
の
黒
字
と
な
り

ま
し
た
。

 【
特
別
会
計
の
お
も
な
内
容
】

■
土
地
区
画
整
理
会
計　

　

秋
田
駅
東
第
三
地
区
な
ど
の
整
備

■
市
有
林
会
計　

　

市
有
林(

約
２
千
㌶)

の
管
理

■
市
営
墓
地
会
計　

　

４
か
所
あ
る
市
営
墓
地
の
管
理　

■
廃
棄
物
発
電
会
計　

　

総
合
環
境
セ
ン
タ
ー
の
廃
棄
物
発
電

で
生
じ
た
余
剰
電
力
を
、
電
気
事
業

者
へ
売
却

■
国
民
健
康
保
険
事
業
会
計　

　

国
保
税
の
徴
収
、
保
険
給
付
な
ど

■
介
護
保
険
事
業
会
計　

　

保
険
料
の
徴
収
、
保
険
給
付
な
ど

＊秋田市では｢一般会計｣｢特別会計｣のほかに｢企業会計｣があります。企業会計は、上下水道局の水道･
下水道･農業集落排水事業です。上下水道局の決算は、広報あきた12月６日号に掲載しています。 市外局番＝☎018

約
14
億
円
の

黒
字
で
し
た

特
別
会
計

約
20
億
円
の

黒
字
で
し
た

13
㌻
下
の
表
参
照

13
㌻
上
の
表
３
つ
参
照

　

福
祉
や
都
市
基

盤
の
整
備
、
教
育
な
ど
、
市
の
一
般
的

な
事
業
に
使
わ
れ
る
経
費
で
す
。

　

令
和
５
年
度
は
、
歳
入
か
ら
歳
出
を

差
し
引
い
た
24
億
６
千
536
万
１
千
円
か

ら
、
令
和
６
年
度
に
繰
り
越
し
た
事
業

の
財
源
と
な
る
10
億
１
千
546
万
８
千
円

を
除
い
た
、
14
億
４
千
989
万
３
千
円(

前

年
度
比
０･

８
％
減)

の
黒
字
で
し
た
。

　

歳
入
で
は
、
雇
用
、
所
得
環
境
の
改

善
に
伴
う
個
人
市
民
税
の
増
加
な
ど
に

よ
り
、
市
税
が
４
千
753
万
６
千
円
増
え

ま
し
た
。
ま
た
、
新
型
コ
ロ
ナ
の
ワ
ク

チ
ン
接
種
対
策
終
了
な
ど
に
よ
り
、
国

庫
支
出
金
が
10
億
５
千
359
万
５
千
円
減

り
ま
し
た
。

　

歳
出
で
は
、
住
民
税
非
課
税
世
帯
な
ど

へ
の
物
価
高
騰
に
対
す
る
支
援
や
、
豪
雨

災
害
の
被
災
住
宅
応
急
修
理
事
業
な
ど

に
よ
り
、
民
生
費
が
38
億
５
千
726
万
４
千

円
増
え
ま
し
た
。
ま
た
、
プ
レ
ミ
ア
ム
付

商
品
券
の
事
業
終
了
な
ど
に
よ
り
、
商
工

費
が
６
億
969
万
４
千
円
減
り
ま
し
た
。

12

◆
実
質
収
支
比
率　

２･

６
％(

２･

５
％)

　

財
政
運
営
の
健
全
性
を
判
断
す
る
指

標
で
す
。
お
お
む
ね
３
〜
５
％
程
度
が

望
ま
し
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

　

自
治
体
の
財
政
の
健
全
性
を
示
す
そ

れ
ぞ
れ
の
指
標
に
、
秋
田
市
の
令
和
５

年
度
決
算
の
数
値
を
照
ら
し
て
み
ま
し

た
。(  )

内
は
前
年
度
の
数
値
で
す
。

　
指
標
で
見
る

　
秋
田
市
の
財
政

◆
経
常
一
般
財
源
比
率　

102･

９
％

(

102･

２
％)

　

歳
入
構
造
の
安
定
性
を
判
断
す
る
指

標
で
す
。
100
％
を
超
え
る
ほ
ど
、
一
般

財
源
に
余
裕
が
あ
り
、
歳
入
構
造
に
弾

力
性
が
あ
る
と
い
え
ま
す
。

令
和
５
年
度

財
政
課
☎(

８
８
８)

５
４
６
６

■
決
算
資
料
は
、
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
で
も
ご
覧
い
た
だ
け
ま
す
。
広
報
ID
番
号 

１
０
０
９
２
０
０

◆
義
務
的
経
費
比
率　

49･

２
％

(

49･

５
％)

　

法
令
や
そ
の
性
質
に
よ
り
支
出
が
義

務
づ
け
ら
れ
て
い
る
人
件
費･

扶
助
費･

公
債
費
が
歳
出
総
額
に
占
め
る
割
合
で

す
。
こ
の
比
率
が
高
い
ほ
ど
、
財
政
構

造
が
硬
直
化
し
て
い
る
と
い
え
ま
す
。

◆
公
債
費
負
担
比
率　

13･

７
％

(

14･

５
％)

　

一
般
財
源
総
額
の
う
ち
公
債
費
に
充

て
ら
れ
た
一
般
財
源
の
割
合
で
す
。

15
％
が
警
戒
ラ
イ
ン
、
20
％
が
危
険
ラ

イ
ン
と
さ
れ
て
い
ま
す
。

◆
実
質
公
債
費
比
率　

８･

８
％

(

８･

６
％)

　

公
債
費
に
充
当
さ
れ
た
一
般
財
源
の

額
が
標
準
財
政
規
模(

経
常
的
な
一
般
財

源
の
標
準
規
模)

に
占
め
る
割
合
で
す
。

国
が
示
す
基
準
値(

18
％)

を
超
え
る

と
、
市
債
の
発
行
が
制
限
さ
れ
ま
す
。

◆
経
常
収
支
比
率　

92･

４
％(

91･

５
％)

　

財
政
構
造
の
弾
力
性
を
判
断
す
る
指

標
で
す
。
80
％
を
超
え
る
と
、
硬
直
化

(

ゆ
と
り
が
な
い)

傾
向
と
い
え
ま
す
。

◆
財
政
力
指
数　

０･

６
５
１

(

０･

６
５
８)

　

財
政
力
を
判
断
す
る
指
標
で
す
。
数

値
が
〝
１
〟
に
近
い
ほ
ど
財
政
力
が
強

く
、
〝
１
〟
を
超
え
る
と
財
政
に
余
裕
が

あ
る
と
い
え
ま
す
。

一
般
会
計

問
い
合
わ
せ



歳入決算額 歳出決算額

特別会計   745億9,360万5千円    725億6,466万円

土地区画整理会計     26億9,188万8千円      22億8,113万8千円

市有林会計       2億1,481万2千円        2億1,331万2千円

市営墓地会計       1億7,276万2千円        1億6,589万6千円

中央卸売市場会計            8,738万2千円             8,738万2千円

公設地方卸売市場会計       4億3,182万1千円        4億1,122万4千円

大森山動物園会計       4億8,619万9千円        4億8,619万8千円

廃棄物発電会計       4億6,705万4千円        4億6,705万3千円

病院事業債管理会計     11億8,590万円      11億8,590万円

学校給食費会計     13億3,313万2千円      13億3,196万1千円

国民健康保険事業会計   299億554万1千円    297億2,779万2千円

母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計            8,622万6千円             6,051万円

介護保険事業会計   332億7,093万6千円    319億1,821万3千円

後期高齢者医療事業会計     42億5,995万2千円      42億2,808万1千円

特
別
会
計
　
決
算

＊項目を合算して掲載しているため、一部構成比が一致しない場合があります。

項 目 決算額(構成比) 対前年度増減額

民生費  606億7,451万2千円(40.1%)       38億5,726万4千円

土木費  156億7,630万4千円(10.4%)      △6億2,508万4千円

総務費  151億5,064万8千円(10.0%)         2億7,049万4千円

衛生費  144億5,811万2千円(  9.5%)      　  △3,493万5千円

教育費  137億7,068万6千円(  9.1%)         9億8,316万9千円

公債費  128億8,446万7千円(  8.5%)      △7億1,425万1千円

その他(商工費、消防費など)  188億5,742万円　  (12.4%)         1億6,613万6千円

項 目 決算額(構成比) 対前年度増減額

扶助費  416億8,917万6千円(27.5%)    　24億4,027万4千円

人件費  213億7,490万4千円(14.1%)      △1億7,994万8千円

物件費  190億1,878万5千円(12.6%)      △9億8,094万3千円

補助費等  179億381万9千円　(11.8%)      　3億7,515万4千円

投資的経費  168億603万7千円　(11.1%)    　24億2,258万9千円

公債費  128億8,353万3千円(  8.5%)      △7億1,518万5千円

繰出金  102億2,571万8千円(  6.7%)      　2億3,513万1千円

その他(貸付金、積立金など)  115億7,017万7千円(  7.7%)      　3億572万1千円    

歳入▶1,539億3,751万円　(前年度比41億4,456万２千円増) 

歳出▶1,514億7,214万9千円　(前年度比39億279万3千円増) 
【
目
的
別
】

一
般
会
計
　
決
算
額
と
歳
入･

歳
出
の
内
訳

【
性
質
別
】

■市債＝�学校や道路などを整備するために国や金融機関などから借りるお金のこと。令和５年
度末の市債残高(特別会計含む)は約1,691億円で、前年度から約11億円増加しました

項 目 決算額(構成比) 対前年度増減額

市税  433億2,932万7千円(28.1%)      　  　4,753万6千円

国庫支出金  317億7,632万4千円(20.7%)    △10億5,359万5千円

地方交付税  248億9,888万1千円(16.2%)       30億754万3千円

市債  131億2,160万円      ( 8.5%)         7億1,590万円

県支出金  116億3,529万8千円 ( 7.6%)   　 13億6,265万7千円

地方譲与税･交付金  106億5,937万5千円 ( 6.9%)      　  △9,095万4千円

繰入金    49億3,471万3千円 ( 3.2%)      　9億3,620万7千円

その他(諸収入、使用料など)  135億8,199万2千円 ( 8.8%) 　  △7億8,073万2千円

13　広報あきた　2024年12月20日号

財
源
の
効
果
的
な
活
用
に
努
め
、
い
ず
れ
も
黒
字
に
な
り
ま
し
た


